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未未就就学学児児へへのの国国保保のの減減額額調調整整措措置置廃廃止止へへ  

２２００１１８８年年度度かからら他他のの少少子子化化対対策策拡拡充充をを要要求求 
▶厚生労働省 

２２００１１５５年年度度のの「「医医療療法法人人」」赤赤字字割割合合はは２２１１..３３％％
医医療療以以外外のの事事業業をを展展開開すするる法法人人はは経経営営がが安安定定
▶独立行政法人福祉医療機構 

統計調査資料 

介護給付費実態調査月報 （平成２８年９月審査分） 

マイナンバー制度を効率的に活用 
医療等分野ＩＤによる情報連携 

ジャンル：医業経営 サブジャンル：広報戦略 

クリニックにおける広報戦略 
看板・パンフレット作成のポイント 
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  厚生労働省 

 

 12 月 17 日、厚生労働省で「国民健康保険

制度の基盤強化に関する国と地方の協議」が行

われ、未就学児の医療費助成を独自に行う自治

体（区市町村）に対して補助金を減額している

制度の廃止を決め、2018 年度から実施する予

定としている。 

 

■社会保障審議会などで議論を重ね、未就学児 

 への医療費助成に対する補助金制度を廃止 

 原則として、未就学児の医療費の自己負担割

合は 2 割となっているが、実際はすべての自治

体でなんらかの助成を行っている。 

 これまで、財源を公平に配分するという観点

から、子どもの受診機会が増えることで医療費

の膨張につながるとして、国民健康保険への国

庫負担金を減額して調整を行ってきた。 

 しかし、この減額措置は自治体への「ペナル

ティ」としての意味合いが大きいため、廃止の

要望が相次いでいた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍

プラン」においては、今年末までに見直しを含

めた検討を行うとされていたため、厚生労働相

の諮問機関である社会保障審議会などで議論

が重ねられてきた。 

 

■未就学児に限らず子ども全体の医療費助成に 

 対して減額措置を廃止するよう要請 

 助成を受ける対象に所得制限を設けている

自治体もあるため、同様の制限を設定すること

や、医療機関の窓口での一部負担を求めること

も検討されたが、子育て支援を優先し、無条件

での廃止を決定するに至った。 

 この決定を受け、会合に出席した全国知事会

は「一定の前進」と評価したうえで、未就学児

に限らず子ども全体の医療費助成に対して減

額措置を廃止するよう要請している。 

 しかし、医療費を含む社会保障費が年々増え

続けているのも事実である。 

 2017 年度予算の概算要求では、社会保障費

の自然増を 6400 億円としていたところ、最

終的に 1400 億円の圧縮に成功しているが、

それでも 5000 億円も伸びているため、財源

の確保に苦しんでいる状況は変わらない。 

 子どもの医療費に配慮した分、高齢者など別

の層への負担がより増加する方向に進む可能

性もあり、来年度以降も、厚生労働省が今後ど

のような制度設計を行っていくか目が離せな

い状況が続く。 

未就学児への国保の減額調整措置廃止へ 
２０１８年度から他の少子化対策拡充を要求 

医療情報 
ヘッドライン 
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 独立行政法人福祉医療機構  

 

 12 月 20 日、独立行政法人福祉医療機構は

「平成 27 年度 医療法人の経営状況につい

て」と題したレポートを発表した。 

 診療報酬改定の谷間の年だったこともあっ

て、赤字法人の割合は前年度から 0.4 ポイン

ト増加の 21.3％と微増に留まったものの、依

然として厳しい状況が続いている。 

 また、同レポートでは、医療法人の事業多

角化と経営状況の関係についての考察を行っ

ており、医療以外の事業を実施する法人は経

営が安定している傾向にあると指摘する。言

い換えれば、医療事業のみだと不安定な経営

に陥りがちだという状況を示している。 

 

■1,335法人を対象に分析、収益率0.0％以上を  

 黒字法人、0.0％未満を赤字法人と定義 

 医療貸付事業を行っている福祉医療機構では、

毎年融資先より決算書の提出を受けており、医

療法人の経営状況についてレポートを作成して

おり、今回1,335 法人を対象に分析を行った。 

 同レポートでは、収益率 0.0％以上を黒字

法人、0.0％未満を赤字法人と定義付けている

が、2013 年度に赤字法人の割合が 7 ポイン

ト以上増加し、以来 3 年間 20％台で推移し

ており、厳しい状況が続いていることがわか

る。一昨年度に比べ、昨年度の赤字法人の割

合はわずかに増えたが、一昨年度は消費税が

8％上がった年でもあるため、昨年度は数字以

上の落ち込みがあったものと見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■40億円以上の収益規模がある法人の約6割が 

 介護事業を展開し、約8割が老健を保有 

 大きな収益をあげている法人の特徴として、

同レポートによれば、法人が保有する施設数

は、収益規模が大きいほど多い。医療機関以

外の施設数にも同様の傾向がある。 

 中でも、老健（介護老人保健施設）や介護

保険関係施設・事業を保有する法人は多く、

40 億円以上の収益規模がある法人の約 6 割

が介護事業を展開し、約 8 割が老健（介護老

人保健施設）を保有している。 

 しかも、老健を経営している場合など、「法

人に一定規模の収益をもたらす、病院に次ぐ

主力事業を実施すること」が経営の安定につ

ながるとした。規模の大小はあるものの、医

療法人の経営安定を実現するには、事業の多

角化が大きなキーワードとなっていることは

間違いない。とりわけ、医療との親和性の高

い介護事業との組み合わせは、今後医療機関

が生き残るための戦略的なパッケージとして、

さらなる注目が見込まれる。 

２０１５年度の「医療法人」赤字割合は２１.３％
医療以外の事業を展開する法人は経営が安定

医療情報 
ヘッドライン 
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 厚生労働省 ２０１６年 1１月２５日公表  

 

 

 介護給付費等実態調査は、介護サービスに係る給付費等の状況を把握し、介護報酬の改定など、

介護保険制度の円滑な運営及び政策の立案に必要な基礎資料を得ることを目的とし、平成 13 年

５月審査分より調査を実施している。 

 

 各都道府県国民健康保険団体連合会が審査した介護給付費明細書、介護予防・日常生活支援総

合事業費明細書、給付管理票等を集計対象とし、過誤・再審査分を含まない原審査分について集

計している。 

 

 ただし、福祉用具購入費、住宅改修費など市町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 

 

 

 

 

１ 受給者数 

 全国の受給者総数は、複数サービスを受けた者については名寄せを行った結果、介護予防

サービスでは 1085.6 千人、介護サービスでは 4093.0 千人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付費実態調査月報
（平成２８年９月審査分） 

経営 TOPICS 

統計調査資料 

抜 粋 

結果の概要 

調査の概要 

（千人）（千人） 
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２ 受給者１人当たり費用額 

 受給者１人当たり費用額は、介護予防サービスでは35.7千円、介護サービスでは190.2千円

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 介護（予防）サービス受給者の状況 

 

図１ 要支援状態区分別にみた受給者数（平成２８年４月審査分～平成２８年９月審査分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 地域密着型介護予防サービス、介護予防居宅サービスを重複して受給した者は、それぞれに計上している。

（千円） （千円）
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 図２ 要介護状態区分別にみた受給者数（平成２８年４月審査分～平成２８年９月審査分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 施設サービス、地域密着型サービス、居宅サービスを重複して受給した者は、それぞれに計上している。 

 

 

 図３ 受給者数の月次推移（平成２６年９月審査分～平成２８年９月審査分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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マイナンバー制度を効率的に活用 

医療等分野ＩＤによる
情報連携 

      1.医療分野における番号制度活用に向けた検討 
      2.医療等個人情報の情報連携のあり方 

      3.マイナンバーによるオンライン資格確認の導入 

      4.今後の施策動向と医療機関に予測される影響       
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 政府は 2015 年５月に、医療等（医療・健康・介護）分野の情報に個人番号を付与する、い

わゆる「医療等ＩＤ」に関する方針を決定しました。「医療連携や研究に利用可能な番号」とし

て 2018 年度から段階的に運用を始め、2020 年の本格運用を目指しています。 

 また運用に当たっては、マイナンバー（社会保障・税番号制度）のインフラが活用される見込

みです。「医療等ＩＤ」導入の背景には、次のような課題が挙げられます。 

 

■医療機関が抱える課題と将来イメージ 

●医療機関における受付事務手続きが非効率 

 現状：保険証を目視で確認、医療保険資格を有しているかがその場ではわからない 

 将来：個人番号カードによって、オンラインで医療保険資格についても確認可能になり、事務作業

が効率化する 

●病院・診療所・薬局・介護施設間の患者情報が未連携 

 現状：複数の医療機関の受診情報、服薬情報が共有されていないため、無駄な検査や重複投薬が行

われ、医療費増加の要因となっている 

 将来：個人番号カードによって、患者情報が共有可能になり、無駄な検査、重複投薬が削減となり、

医療費が適正化される 

●自治体において健診未受診者に対する受診促進が不可能 

 現状：特定健診等の受診情報が共有化されていないため、他の市町村で実施した場合、把握できない 

 将来：個人番号カードによって、受診情報が把握できるようになり、未受診者への受診促進を図る

ことができる 

 

 医療機関の窓口で患者が個人番号カードを提示することにより、患者の医療保険資格を医療機

関がオンラインで確認できる仕組みを構築します。これは、医療保険者や自治体間のマイナン

バーによる情報連携が 2017 年 7 月に始まることを受けたもので、医療機関の事務効率改善に

つながると期待されています。 

 また、医療連携に利用可能な番号（医療等ＩＤ）については、2018 年度から段階的な運用

を開始するとし、病院や診療所、薬局間の患者情報の共有などに利用できます。これにより、医

療機関において、患者データの共有や追跡を効率的に行えるようになります。 

 

  

2015 年 10 月に導入された個人番号制度（マイナンバー制度）と併せて、国は、医療等分

野（健康・医療・介護分野）の安全かつ効率的な情報連携の基盤の整備には、最優先で取り組む

としています。これらは急速な高齢化と厳しい保険財政の中で、質の高い医療・介護サービスの

提供や、国民自らの健康管理等のための情報の取得、公的保険制度の運営体制の効率化等の推進

を目的とするものです。 

医業経営情報レポート 

医療分野における番号制度活用に向けた検討1
医療等分野ＩＤで課題解消   

マイナンバー制度導入で動き出す医療等分野ＩＤの活用  
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（１）機微性が高い医療分野の個人情報 

 患者と医療・介護従事者が信頼関係に基づき共有する医療等分野の個人情報は、病歴や服薬の

履歴、健診の結果など、本人にとって機微性が高く、第三者には知られたくない情報も含まれて

います。さらに病気の内容や罹患時期によっては、それが公になった場合、個人の社会生活に大

きな影響を与える可能性があったり、本人がその受診歴を把握できる状態にすることを望んでい

なかったりする情報もあるはずです。 

 また、患者の診療情報を研究分野等で活用する場合は、基本的には患者自身への必要な医療の

提供に用いるものではありません。このことから、個人情報の取得・利用に当たっては、本人の

同意を得るとともに、患者個人の特定や目的外で使用されることのないように必要な個人情報保

護の措置を講じる必要があります。 
 

（２）医療等分野個人情報保護と活用のバランス 

 医療・介護分野に関連する個人情報は、高度な機微性を持っていることで十分な保護措置を講

じるとともに、その取得・利用には本人の同意を得ることが原則とすべきであるとされています。 

 一方、医療・介護の現場では必要な個人情報を活用することで、患者・利用者本人にとってよ

り有効で効果的な治療・ケアの実施につながることも期待されています。 
 

（３）医療現場で活用が期待される場面 

 医療現場においては、救急医療や薬や予防接種歴の管理、医学の向上や研究など、様々な場面

での活用が期待されています。 
 

①救急医療 

●服薬履歴など、できるだけ多くの患者の情報を収集し、適切な治療法を選択することが人命の確保

と予後の安定に有効 

⇒ 日常的な診療やケアでも、より安全で適切な医療・介護を提供するため、患者の治療歴等を 

参酌して、診療やケアを行うことが期待できる 

 

②お薬手帳・予防接種歴の管理 

●お薬手帳：医療従事者が適切な医療サービスの提供に活用するだけでなく、本人自らが服薬等の医

療情報の履歴を把握し、活用する役割 

●予防接種歴：後年、本人が接種歴を確認できれば、自らの健康管理に有益 

⇒ 災害時に自らの診療・服薬情報を医療従事者等と共有する手段を含めて、国民一人ひとりが 

自らの医療の履歴を把握するニーズが増大している 

 

医業経営情報レポート 2医療等個人情報の情報連携のあり方 

医療等分野の個人情報の特性 
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③医学の向上と研究の高度化 

●より革新的な医薬品や治療法の確立がされ、医療が高度化していくためには、医学研究の発展が 

不可欠 

⇒ 患者等の個人から提供されたデータを適切に活用していくことが必要 

 
④健康・医療分野のポータルサービス 

●国民が自ら健康・医療の履歴や記録を確認できる仕組み（ＰＨＲ）を整備、健康増進に活用 

⇒ 予防接種等の履歴の確認やプッシュ型の案内が可能になる 

 ※ＰＨＲ：パーソナルヘルスレコード（Personal Health Records）の略称で、個人が生涯に 

わたり自分自身に関する医療・健康情報を収集・保存し活用できる仕組み 

 
⑤全国がん登録 

●がんの罹患、診療、転帰等の状況をできるだけ正確に把握・調査研究に活用 

⇒ がんに関する情報を国民に還元し、治療の選択肢を拡大 

 

 このほか、個人が治療を受け、自分の健康状態を向上させることで得るメリットの積み重ねが、

医学および医療の質の向上という社会全体への有益性やデータの蓄積につながり、また地域の実

情に応じた効率的な医療提供体制の整備や効果的な保健事業の実施などの行政分野や、医療保険

事業での活用が期待されています。 

 こうした点を鑑み、医療等分野個人情報については、格別な保護措置と併せて円滑な活用方法

を実現する情報連携基盤の構築が求められています。 

 

 
 

 医療等分野の個人情報の特性を踏まえ、その情報連携のあり方については、中間まとめまでの

議論では、本人同意のあり方と併せて、次のような意見が示されました。 

 今後の医療等分野個人情報連携システムの構築にあたっては、これら意見を盛り込み、保護と

活用のバランスを実現させるとしています。 

 

（１）個人情報連携システム構築に向けて重視すべきポイント 

 個人情報連携システムの構築に向けて、「中間まとめ」ではさまざまなケースに対応して、重

視するポイントを整理しています。今後の主な検討事項は、以下のとおりです。 

 

●患者の病歴等の医療情報を番号や電磁的な符号に紐づけて情報連携に用いる場合 

 ①本人の同意のもとで希望する患者が番号を持つ仕組みとする 

 ②共有する病歴の範囲について、患者の選択を認め、患者が共有してほしくない病歴は共有化 

  させない 

医療等分野個人情報連携システム構築の留意点  
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（１）情報漏えいの可能性と対応策の検討 

 情報インフラ構築において懸念されるのは、マイナンバーで芋づる式に情報が漏えいすること

です。情報漏えいを防止するために、番号制度のインフラでは、番号の利用機関同士の情報連携

（情報照会と情報提供）を行う場合、マイナンバーを直接用いず、機関ごとにマイナンバーに対

応して振り出された機関別符号を利用することとしました。 

 各利用機関は、住基ネットに接続し、利用する各マイナンバーに対応した利用機関ごとに異な

る符号を取得することにより情報漏えいを防止します。ただし、保険医療機関・保険薬局（約 23.3

万施設）がそれぞれ住基ネットに接続して機関別符号を取得し、情報提供ネットワークに接続する

のは、各医療機関の負担や制度全体でも大きなコストがかかり、実務上の課題も指摘されています。 
 

（２）マイナンバー制度の情報インフラの仕組み 

 マイナンバー制度は、行政機関等が効率的な情報管理と迅速な情報の授受にマイナンバーを用

いることで、行政運営の効率化や国民の利便性の向上を図ることを目的としており、マイナン

バーの利用範囲と利用機関を法律に明記するとともに、医療機関等が医療情報の連携にマイナン

バーを用いる仕組みとはしていません。 

 一方で、マイナンバー制度では、住民票コードと対応した一意的な識別子（機関別符号：ＩＤ）

を用いた情報連携の仕組みがあることや、高度なセキュリティを備えた高機能なＩＣチップの個

人番号カードによる公的個人認証の仕組みを活用して、行政機関が保有する個人情報を含め、国

民自らが様々な本人の個人情報に安全で効率的にアクセスできる情報インフラの構築を進めて

おり、医療等分野でも、広く社会で利用されるマイナンバー制度の情報インフラを最大限に活用

していくことが合理的だとしています。 
 

（３）マイナンバー制度における医療保険の資格管理の仕組み 

 本研究会の検討により、個人番号カードにはマイナンバーが記載されているため、医療情報と

マイナンバーが結びつく可能性があるので、マイナンバーが記載された個人番号カードに被保険

者証の機能を付加することは問題があると指摘されています。そのため、被保険者証や診療券な

ど他の媒体を用いる方法についても検討が求められます。 

 一方、医療機関等で何らかの媒体に記録した識別子を読み取る方法を用いる場合、広く社会で

利用される情報インフラを安全かつ効率的に活用する観点から、個人番号カードのＩＣチップを

用いる仕組みが合理的だとしています。 

 こうした背景から、マイナンバー制度においては、社会保障分野の金銭情報である医療保険の

資格確認システムをオンラインで構築することを医療等分野での活用基盤とし、これを普及させ

て展開に結び付ける方向で法整備等を含む準備が進められています。 
 
 

医業経営情報レポート 

3マイナンバーによるオンライン資格確認の導入

医療情報にかかるマイナンバー制度インフラの活用  
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クリニックが展開する広報戦略としては、 

どのようなものが有効なのでしょうか？ 

 

 

 
 

 
    

 クリニックにおける広報戦略は、来院患者をいかに増やすかという目的のも

とに策定するのが一般的です。 

 医療機関の行う広報・宣伝活動では、その有効性を検証することにより、広

報戦略における広告の位置づけを見直す必要が生じるかも知れません。 

他院では、下記のような広報活動が行われており、看板等の一般的な広告から、

ＷＥＢの活用、ブランド化、地域連携等多岐にわたる項目があります。従って、

どの戦略が自院に有効なのか、広報方針の転換が必要なのか等を検討すること

が重要です。 
 
【増患を目指す広報戦略】 

■広 告     ・診療圏での地域広報  ⇒ 看板・電話帳広告・新聞など  
■ＷＥＢの活用  ・ＨＰの作成      ⇒ 診療内容等他院との差別化をアピール  
         ・メールマガジンの配信 ⇒ 新しい治療等を効果的に伝達  
         ・ウェブログの活用   ⇒ 院長の人柄・経歴を理解してもらう  
■クリニック・院長のブランド化 ・クリニックのロゴ・キャラクター製作 ⇒ 親近感の醸成 
                ・書籍出版、メディア活用       ⇒ 院長のブランド化 
■地域連携    ・診診連携および病診連携の支援 
         ・院内イベントの開催（講演会・勉強会の企画）  
         ・患者向けツールの開発（広報誌・パンフレット企画製作）  

 
■地域へ存在を発信するツール 

 規模や戸建・テナントなどの業態に関わらず、近年の医療機関にとっては、地域ニーズに応え

ながら自院の担う役割を示していくことが重要になっています。 

 いわゆる地域密着型の業態では、看板やパンフレットなどによる広告が有効とされていますが、

医療機関においても、自院の存在感を示していくためには、地域住民の目に長期間触れることに

なるこれらの広報ツールについては、十分に検討して作成しなければなりません。 

 また、広告規制緩和によって掲載可能な項目や表現が拡大したことを機に、他院との差別化を

図る戦略として積極的な活用をすすめましょう。 
 
【地域での地位確立を目指す広報ツール】 

（１）看 板   

① 野立て看板  ⇒ 国道や線路沿いの走行車両、または歩行者から良く見える場所に設置する 
           診療圏が広い、あるいは車での来院者が多い医療機関には効果的  
② スタンド看板 ⇒ 医療機関の面する通りなどの路上に設置  
③ 電柱看板   ⇒ 医療機関への道順を示す役割を果たす  
④ 駅看板    ⇒ 主たる患者層が駅の乗降客の場合には、認知度と印象アップに効果的  

（２）パンフレット  

① 院内配布パンフレット ⇒ 医療法上の「広告」に該当しないため、規制の対象にならない  
② 院外配布パンフレット ⇒ 「広告」とみなされ、医療法の制約を受ける包括規定方式へ改正され

たことから、より多くの情報が掲載可能になり個性を発揮できる 

クリニックにおける広報戦略 

ジャンル：医業経営 ＞ サブジャンル：広報戦略 
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■看板で伝えたい情報と作成ポイント 

 看板は、広告手段のなかでは地味な存在ながら、一定の長期間、同じ情報を

発信し続けることができるという特長によって、地域住民へ浸透を図るために

は最も有効なツールだといえます。  

 

■メッセージ性と個性でパンフレットの差別化を図る 

         イラストや写真を多用した美しいパンフレットを院外へ配布する医療機関が増 

         えていますが、個性を発揮して自院をアピールするには、これらを実際に手にと 

った人に対する気遣いが重要です。院外に配布するためのパンフレットは、看板とは異なり、健康上

の不安を抱えている人が手に取り、目を通すケースが多いと考えられるからです。 

 ただし、自院の個性を打ち出そうとするあまりに、院内の施設・設備や交通面等のメリットを

強調することのみでは、単なる情報の羅列という印象を与えてしまうでしょう。いずれの医療機

関でも伝えたい情報は少なくないはずですが、周知目的を超えた「温かみ」を持たせるためには、

情報量だけでは補えない「想い」の伝達が求められるのです。 

具体的な方法としては、自院の診療理念や院長の紹介などを簡潔に伝え、初めて自院とつなが

りを持つ人を主体とした表現の工夫と、「不安にはこのように対応する」というメッセージ性を

打ち出すことで、「想い」を伝えるツールとして他院との差別化を図ることができます。 
 
 【看板による広告のポイント】 

① ＣＩ（コーポレートアイデンティティ）のデザイン ⇒ 医療機関名のロゴ、シンボルマークなど
                            をデザインして使用 
② 掲載項目の選定  ⇒ 物理的に掲載スペースが限られるため、医療機関の基本情報のほか、 
             アピール項目に優先順位をつけて文字情報を選定する   
③ レイアウトの工夫 ⇒ 項目の羅列に終始せず、優先順位の高い文字情報を明確に示すレイアウト
            （文言の配置、強調など）にする   
④ 色やデザイン、形状の工夫 ⇒ 自院が提供する医療の概要を要領よく伝えるため、目を引き、 
                 視覚に訴える工夫（スペースの活用、カラーリング等）が必要  
⑤ 設置場所・掲示位置の検討 ⇒ 目線を意識した位置と定期的メンテナンスを想定して設置場所を
                 選定し、目的を明確化して効率的な広報ツールとして最大限活用
                 する   

 
【パンフレット作成のポイント】

①手に取った人を主体とする表現と構成 ⇒ 初めて自院と接点を持つ 

②読みやすいレイアウト 
③主観的な形容詞は避ける ⇒ 広告規制の対象になる可能性 

④スペースに余裕をもったデザイン 
⑤Ⅰメッセージをこめる ⇒ 「私（私たち）はこのように考えます」  

 

ジャンル：医業経営 ＞ サブジャンル：広報戦略 

 

看板・パンフレット作成のポイント 
広報ツールを作成するにあたって、留意すべき点について 

教えてください。 


